
資料３

令和元年度労働行政関係予算の
主要施策について



 



厚 生 労 働 省

令和元年度 労働行政関係予算の主要施策



1

（単位：百万円）

平 成 30 年 度 令 和 元 年 度

予 算 額 予 算 額

一般会計 146,148 147,789 1,642 1.1%

123,626 125,074 1,448 1.2%

22,521 22,715 194 0.9%

東日本大震災復興特別会計 1,549 1,001 ▲ 548 ▲ 35.4%

労災勘定

歳入 1,165,247 1,210,563 45,316 3.9%

うち保険料収入 825,125 875,366 50,241 6.1%

歳出 1,069,885 1,093,678 23,793 2.2%

うち保険給付費等 870,182 876,472 6,290 0.7%

うち社会復帰促進等事業 75,285 85,357 10,072 13.4%

雇用勘定

歳入 2,539,125 2,694,610 155,485 6.1%

うち保険料収入 1,618,132 1,674,061 55,929 3.5%

歳出 2,539,125 2,694,610 155,485 6.1%

うち失業等給付費 1,735,455 1,854,958 119,503 6.9%

うち雇用保険二事業 598,227 629,699 31,472 5.3%

徴収勘定

歳出 2,528,719 2,630,358 101,639 4.0%

うち保険料返還金 37,719 41,906 4,187 11.1%

うち他勘定へ繰入 2,456,780 2,551,255 94,475 3.8%

義務的経費

裁量的経費
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令和元年度労働行政関係予算の概要

区 分 増▲減額 増▲減率 備 考



１．働き方改革・人づくり革命・生産性革命

令和元年度 厚生労働省予算における重点事項（主要施策）

（働き方改革･生産性向上に取り組む中小企業・小規模事業者に対する支援） １，２１１億円（９３８億円）
● 「働き方改革推進支援センター」において、長時間労働の是正、同一労働同一賃金の実現、生産性向上による賃金引上げ、人手不足の緩和等について、労

務管理等の専門家によるワンストップ型の相談支援や助成金の活用方法等に関するセミナー等を実施するほか、商工会議所・商工会等での出張相談、中小企

業・小規模事業者に対する個別相談等の機能・体制の強化を図る。

● 「働き方改革関連法」の施行に向けて、中小企業・小規模事業者が「働き方改革」によって何が変わるのか等を理解するため、国が実施する支援策につい

てメディア等を活用した全国的な周知広報を実施し、労働法制の考え方や働き方改革に取り組むための改善事例等について広く周知・啓発を行う。

● 時間外労働の上限設定、勤務間インターバルの導入、最低賃金・賃金の引上げ、非正規雇用労働者の処遇改善等に取り組む中小企業・小規模事業者への助成金

を拡充するとともに、働き方改革のための人材の確保や生産性向上に資する設備投資等により雇用管理改善を図る中小企業・小規模事業者に対する支援等を行う。

〇 生活衛生関係営業者への生産性向上ガイドライン・マニュアルを活用した個別相談や、収益力向上に関するセミナー等を実施する。

（長時間労働の是正や安全で健康に働くことができる職場づくり） ２１６億円（１１７億円）
● 時間外労働削減等に取り組む中小企業の事業主団体への助成金を拡充するとともに、長時間労働の是正に向けて、労働基準関係機関において丁寧な指導を

行う。また、自動車運送事業、建設業など、業種ごとの取組に対する支援を行う。

● 勤務間インターバル制度について、業種別導入マニュアルを作成するほか、中小企業が活用できる助成金制度や制度導入に係る好事例の周知等を通じて普

及促進を図る。また、改正労働基準法の周知とともに、年次有給休暇の取得促進に向けた普及啓発等により、休み方改革を推進する。

● 産業保健総合支援センターにおける中小企業・小規模事業者への訪問支援等の拡充、産業医等の産業保健関係者や事業者向け研修の充実等により、中小企

業・小規模事業者の産業保健活動を支援する。

（同一労働同一賃金など雇用形態に関わらない公正な待遇の確保） １，０８３億円（８２８億円）
● 「働き方改革推進支援センター」において、労務管理等の専門家による業界別同一労働同一賃金導入マニュアル等を活用した相談支援等を実施し、非正規

雇用労働者の待遇改善を図る。また、非正規雇用労働者の正社員転換･処遇改善を推進するため、事業主を支援するキャリアアップ助成金による支援等を行う。

（柔軟な働き方がしやすい環境整備） ８．０億円（７．５億円）
● 子育て、介護等と仕事の両立や多様な人材の能力発揮に資する雇用型・自営型テレワーク等及び副業・兼業について、ガイドラインの周知徹底等により、

長時間労働を招かない等の良好な就業環境の整備に配慮しつつ普及を促進する。

（総合的なハラスメント対策の推進） ４０億円（２７億円）
● セクハラ、パワハラ等の職場のハラスメント撲滅に向けて、「ハラスメント撲滅月間」を設定し、事業主向け説明会の開催やシンポジウムの開催等による

集中的な周知啓発を実施する。ハラスメント被害を受けた労働者からの相談に迅速に対応するため、都道府県労働局の相談体制を強化するほか、平日の夜間

や休日も対応するフリーダイヤルやメールによる相談窓口を設置する。

● 中小企業を対象としたセミナーや専門家による個別企業の訪問等により、企業のハラスメント防止対策の取組支援を行う。

働き方改革の推進と誰もが活躍できる労働環境の整備

（消費税率引上げ及び軽減税率対応等に係る生活衛生関係営業者に対する支援） ４．４億円
○ 消費税率引上げ及び軽減税率導入に対応しつつ、生産性の向上を図るため、セミナー等を通じて、生活衛生関係営業者のICTの導入を促進するとともに、軽減税率導入
に係る業種毎の手引き書の作成等を支援する。

（最低賃金の引上げに向けた中小企業・小規模事業者の取組に対する助成の拡充） ５．５億円
● 最低賃金の地域間格差の縮小を図るため、生産性向上に資する設備投資等に対する助成の拡充を行い、最低賃金引上げに取り組む中小企業・小規模事業者を支援する。
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計数は、令和元年度予算。 （ ）内は、平成30年度当初予算。 は、平成30年度補正予算。



（女性活躍の推進） ３２３億円（３１６億円）
● ハローワークにおけるマザーズコーナーの拠点数を拡充し、子育て女性等の再就職支援を充実する。また、男性の育児参加を促すための全国的なキャンペー
ン、企業や企業に働きかけを行う自治体を対象としたセミナー等により、男性の育児休業等の取得促進を図る。

（若者・就職氷河期世代に対する就労支援） １２４億円（１２１億円）
● ｢学卒者全員正社員就職｣実現に向けて、大学等との連携強化による支援対象者の確実な把握、特別支援チーム等を活用した新規学卒者等の就職実現までの一
貫した支援の強化を図る。また、就職氷河期世代等の無業者を対象に就職支援と福祉支援をワンストップ型で提供するモデル事業を創設するなど、地域若者サ
ポートステーション事業の強化を図る。

（高齢者の就労促進） ２８９億円（２６８億円）
● 初めて中高年齢者を採用する企業に対する助成金を拡充するとともに、ハローワークの生涯現役支援窓口を増設する。また、高齢者雇用の多様性を踏まえ、
高齢者に係る成果を重視した賃金制度や能力評価制度の構築に取り組む企業に対し、その整備費用を助成する。

● 高齢者の就業意欲を喚起するための取組や、在職中からのセカンドキャリア設計支援等を行う「生涯現役支援プロジェクト（仮称）」を実施する。また、地
域の様々な機関が連携して高齢者の就業を促進する「生涯現役促進地域連携事業」の拡充やシルバー人材センターのマッチングの機能強化等を実施する。

（障害者の就労促進） １５５億円（１４９億円）
● 公務部門における障害者雇用を推進するため、各府省等向けのセミナー・職場見学会の開催、職場定着支援等を実施する。また、厚生労働省においても、障
害特性に応じた個別支援、障害に対する理解促進のための研修等に取り組む。

● 障害者の雇用経験やノウハウが不足している障害者雇用ゼロ企業に対して、ニーズに応じた提案型のチーム支援を実施する。精神障害や発達障害を持った求
職者の支援を行う専門職員をハローワークに配置するほか、就労環境の整備等を推進するための情報共有フォーマット（就労パスポート）の整備、障害者就
業・生活支援センターの機能強化など、多様な障害特性に対応した就労支援の強化を図る。

（外国人材がその能力を有効に発揮できる環境の整備） １００億円（５０億円）
● 新たな在留資格により外国人材を受け入れるに当たり、適正な雇用管理の確保を図るため、事業所訪問により雇用管理状況の確認、改善のための助言・指導
等を行うとともに、外国人雇用状況届出の適正な履行を確保するための体制を整備する。また、外国人労働者に係る労働相談体制の強化を図るとともに、外国
人労働者が容易に理解できる視聴覚教材等の作成により、労働災害防止対策を推進する。

● 外国人留学生等の日本での就職を促進するため、ハローワークの外国人雇用サービスセンター等の増設など、相談体制の強化を図る。また、外国人留学生等
をはじめとする外国人材の日本での就職・職場定着を促進するため、日本語コミュニケーション能力の習得等を支援する研修を実施する。

● 外国人技能実習に関する実地検査や相談援助等の体制を強化する。

多様な人材の活躍促進

働き方改革の推進と誰もが活躍できる労働環境の整備

（医療従事者の働き方改革の推進） １５億円（６．９億円）
● タスク・シフティング等の勤務環境改善の先進的な取組を行う医療機関に補助を行うとともに、医療関係団体による好事例の普及等を支援する。また、医
師の働き方改革に向けた地域リーダーの育成や病院長向けの研修を実施するほか、｢医療勤務環境改善支援センター｣において、労務管理等の専門家による医療
機関の訪問支援等を行う。さらに、適切な医療のかかり方について国民の理解を促進するため、ウェブサイトの構築等効果的な周知啓発を行う。

〇 出産・育児・介護等における女性医師等をはじめとした医療職のキャリア支援の拠点となる医療機関の支援を行う。また、地域医療介護総合確保基金によ
る病院内保育所への支援を行う。看護職がより専門性を発揮できる働き方を推進するため、看護業務の効率化に資する先進的な取組を行う医療機関を表彰し、
取組を周知する。

（治療と仕事の両立支援） ３４億円（２７億円）
● 両立支援コーディネーターの育成･配置、疾患別サポートマニュアルの作成等により、主治医・会社・コーディネーターのトライアングル型支援を推進する。
また、ハローワークとがん診療連携拠点病院等との連携体制構築を推進し、がん患者等の長期療養者に対する就職支援を拡充するとともに、がん診療連携拠点
病院等における各個人の状況に応じた「治療と仕事両立プラン」の策定や地域における相談等に対応するための支援体制を拡充する。
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（働き方改革･生産性向上に取り組む中小企業・小規模事業者に対する支援）（再掲） １，２１１億円（９３８億円）

（医療分野における生産性向上の推進） １５億円（１．９億円）
〇 全国的な保健医療情報ネットワークの2020年度からの稼働に向けて、患者同意の下での情報共有に求められる課題の検討・実証を行う。また、中心的な
ICUで複数のICUの患者モニタリングを行うTele-ICU体制整備に対する支援を行う。

〇 電子処方箋の実証事業を通じて把握した課題等を踏まえ、電子処方箋等のより効果的・効率的な仕組みに係る調査等を行う。

（介護・障害・保育分野における生産性向上の推進） ４４億円（３７億円）
〇 介護事業所の生産性向上を推進するため、モデル事業所において具体的な取組を展開し、その成果や手法を生産性向上ガイドラインに反映すること等を通
じて、全国での実践につなげる。介護ロボットの開発・活用支援、ICTの活用支援の拡充等を行う。

〇 障害者支援施設等におけるロボット等の導入モデル事業を実施する。

生産性向上の推進

（保育園、放課後児童クラブ、児童養護施設等のICT化等の推進） １５億円
○ 子どもの登降園管理業務の電子化やタブレット端末の活用、子どもの情報等の管理のシステム化等により、保育園等の職員の業務負担軽減を図るなど、保育園、放課
後児童クラブ、児童養護施設等のICT化等の推進を図る。

（介護事業所における生産性向上の推進） ４．６億円
○ 介護事業所における生産性向上の推進を図るため、業務プロセス、職員配置及び作成文書の見直しのほか、介護ロボットの活用等を通じ、多様な業務改善モデルを構
築・提示することで、事業所が自ら取り組むための環境整備を加速化する。

人材育成の強化と人材確保対策の推進

（リカレント教育の拡充等による人材育成の強化） １，１８８億円（９３５億円）
● 一般教育訓練給付についてキャリアアップ効果が高い講座を対象に給付率を引き上げるとともに、専門実践教育訓練給付について専門職大学の追加など対象
講座を拡大する。また、中小企業等の労働者を対象とした基礎的ITリテラシーの職業訓練等を実施する。

● 長期の教育訓練休暇制度を導入した事業主への助成金による支援を行うとともに、事業主によるe-ラーニングを活用した教育訓練を助成金の対象に追加する。

● 様々な人材育成のニーズに対応し、最新かつ実践的な知識・技術の習得に資する教育訓練プログラムの開発・実証を行う。

● 危機管理を含めた企業のマネージメント力を引き上げるため、総合的なモデルカリキュラムを開発し、教育訓練の実施を支援する「企業のマネージメント力
を支える人材育成強化プロジェクト事業（仮称）」を行う。

（人材確保支援の総合的な推進） ４０４億円（３６２億円）
● 介護、保育、建設をはじめとする人材不足分野において、マッチング支援の機会を拡充するとともに、事業主等の雇用管理改善に対する助成や相談支援等を
通じて、総合的な人材確保対策を推進する。また、地方自治体・経済団体等と連携して、地域における雇用対策を推進する。
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（介護人材の確保・処遇改善） ３５２億円（８９億円）
● 介護職員のキャリア・専門性に応じた機能分化や多様な人材によるチームケアの実践等を通じて、介護人材の参入環境の整備等を推進するとともに、介護
入門者のステップアップ支援や現任職員のキャリアアップ支援を行う。また、若者、子育て世代、アクティブシニア等の対象者像に応じた人材確保対策を推
進するため、介護の仕事の魅力をPRする全国的な広報活動等を実施する。

〇 「新しい経済政策パッケージ」に基づき、介護人材の処遇改善を実施する。

〇 外国人介護人材の円滑な受入れを図るため、日本語学習や介護技能の修得等を支援し、その受入環境の整備を推進する。

介護離職ゼロの実現

5

希望出生率1.8の実現

（保育人材の確保・処遇改善） １５８億円（１２４億円）
〇 勤務経験にブランクのある潜在保育士の再就職支援を行うとともに、保育士・保育所支援センターにおいて潜在保育士等のニーズに合わせたきめ細かな
マッチング支援を行う。

● ハローワークの人材確保対策コーナーを拡充し、関係団体と連携して、求人者・求職者向けセミナー、見学会、面接会等を実施する。

〇 ｢新しい経済政策パッケージ｣に基づき、保育士の処遇改善を実施する。

〇 保育園等の体制充実を図るため、チーム保育推進加算及び栄養管理加算を拡充する。



２．質が高く効率的な保健・医療・介護の提供
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受動喫煙対策の推進

（受動喫煙対策の強化） ４３億円（４２億円）
● 2020年東京オリンピック・パラリンピック等までに受動喫煙対策に関する新制度を定着･徹底するため、周知啓発を行うほか、飲食店等における喫煙専用
室等の整備への助成、受動喫煙対策に係る個別相談等の支援を実施する。

３．全ての人が安心して暮らせる社会に向けた福祉等の推進

地域共生社会の実現に向けた地域づくり

（包括的な相談支援、地域の支え合いの再生） ２９億円（２６億円）
〇 改正社会福祉法に基づき、複合化・複雑化した課題を受け止める包括的な相談支援体制の整備を推進するため、活動拠点の整備等、市町村の創意工夫ある
取組への支援を拡充する。

● 労働者が仕事と地域活動を両立しやすい環境整備を図るため、地域活動推進検討会（仮称）を設け、企業が参考とするマニュアルを作成するほか、地域活
動の促進普及事業等を実施する。

（生活困窮者の自立支援の推進） ５２２億円（５２０億円）
〇 改正生活困窮者自立支援法に基づき、子どもや保護者に生活習慣及び育成環境の改善に関する助言を行う取組を推進するとともに、生活困窮者に対する居
住支援等を強化する。

● 多様な就労や社会参加の機会を得られるよう、障害者就業･生活支援センター等のノウハウを活かした切れ目のない就労･定着支援の充実を図る。

〇 生活困窮者自立支援制度を担う人材の充実を図る観点から、支援員の養成研修や困難事例に関する支援員への助言体制の充実を行うとともに、支援員同士
が情報共有できる環境整備を推進する。


